
　関東財務局管内における平成１９年発生災害復旧事業費は、4755件、694億円で、前年に比べ

件数で264件（5.9％）増加、金額で240億円（53％）の増加となっている。
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　主な被災原因は７月１６日に発生した中越沖地震、７月中旬の台風４号、９月上旬の台風９号などが

挙げられる。

　特に中越沖地震による災害復旧事業費は全体の53.9％を占めている。

　施設別では、道路、河川等の「公共土木施設」が事業費の61.7％を占め、次いで「補助施設」（19.5％）

となっている。 ※補助施設：医療施設、社会福祉施設、廃棄物処理施設
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　事業費を都県別にみると、新潟県（469億円）、長野県（67億円）、群馬県（63億円）の順となっている。
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